
社会福祉法人妻有福祉会 組織および職務規程

第１章 総則

(目的)

第１条 この規程は、社会福祉法人妻有福祉会（以下「法人」という。）が運営する施設

および事業所（以下「事業所等」という。）等の組織について必要な事項を定め、職務

の権限と業務の分掌を明らかにするとともに、責任体制の確立を図ることを目的とする。

（本部事務局）

第２条 法人に本部事務局をおき、関係機関との連絡調整、重要な申請や届出、および法

人全体の運営管理を調整する。また、財務、労務、人材育成、企画研究を調整する。

２ 本部事務局に総務課を置き、その下に次の係を置く

(1）総務係

(2）栄養係

（事業所等）

第３条 事業所等は、法人の業務方針に従い、定められた各事業を行う。

２ 事業所等は、常に法人内の他事業所等と業務連携を図るものとする。

３ 施設または事業所に係を置き、各係に係長または主任（その業務を代理、代行する者

を含む。以下同じ。）を配置する。

４ 社会福祉法人妻有福祉会の規程、要綱等（以下「規程等」という。）において、「施

設」とあるのは、社会福祉法人妻有福祉会経理規程の拠点区分に該当する単位を指し、

「事業所」とあるのは、同規程のサービス区分に該当する単位を指す。

（業務課）

第４条 必要に応じて、係または事業所等の上に業務課を置くことができる。

（組織）

第５条 前３条の規定の他、法人の組織は別紙の組織図による。

第２章 職員

（正職員)

第６条 理事長自身が任免する者を正職員という。

（副職員）

第７条 理事長から委任された者が任免する者を副職員という。

２ 副職員の種類は次のとおりとする。

(1）常勤副職員 １日実働８時間かつ週５日の勤務時間の者

(2）日給副職員 １日実働８時間かつ週５日未満の勤務時間の者

(3）時給副職員 前２号以外の勤務時間者

３ 副職員は、第３章に規定する役職（その業務を代理、代行する者を含む。）には就け

ない。

４ 規程等において、「臨時職員」とあるのは、「副職員」と読み替えるものとする。

（嘱託職員）

第８条 定年後に継続採用される正副職員または満60歳を超えて満65歳までに新規に採用

される職員を嘱託職員という。

２ 嘱託職員については、第７条第３項の規定を準用する。ただし、施設長については、

５年間の範囲内で就くことができる。

（職名）

第９条 事業所等に配置される職員の職名は、原則として関係法令で定めている職名を使
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用する。

第３章 役職員の職務内容

（理事長の職務）

第10条 理事長は、法人を代表するとともに、関係法令ならびに関係規程の定めるところ

に従い、法人全体の業務を管理する。

２ 理事長の専決事項は、定款施行細則による。

（業務執行理事の職務)

第11条 業務執行理事は、定款で定める職務の他、次に掲げる事項を所管する。

(1）理事会、評議員会の進行に関すること

(2）要綱、要領、細則等の制定、改廃事務に関すること

(3）事業計画、事業報告の作成統括に関すること

(4）資金収支予算、決算の作成統括に関すること

(5）全事業所等の運営統括に関すること

(6）正職員の異動、職務辞令に関すること

(7）副職員の給与、服務、賞罰に関すること

(8）専門委員会の委員任命および委員会運営統括に関すること

(9）１件総額（リース契約については支払総額、以下同じ。） 100万円未満の契約決裁

に関すること

(10） 全事業所等の建物・設備の管理、修繕に係る決定に関すること

(11） その他、理事長の職務を補佐する業務

２ 業務執行理事は、経理規程における統括会計責任者となる。

（事務局長の職務)

第12条 本部事務局に事務局長をおく。事務局長は業務執行理事の命をうけ、第２条第１

項に規定する法人全体の調整業務を統括する。

２ 事務局長は、次に掲げる事項を所管する。

(1）理事会、評議員会の議案作成に関すること

(2）法人および各事業所等の監査実施・受け入れに関すること

(3）指定申請や補助金申請等の重要な申請や届出に関すること

(4）規程等の管理に関すること

(5）全職員の採用事務および労務管理に関すること

(6）副職員の異動、職務辞令、雇用契約に関すること

(7）１件総額50万円未満の契約決裁に関すること

(8）事業所等間の業務調整に関すること

(9）全事業所等の備品（消耗備品を除く。）の管理、修繕に係る決定に関すること

(10） その他、業務執行理事の職務を補佐する業務

（施設長の職務)

第13条 施設長は、事務委任規則に規定する事項を執行する他、各々の事業所等の事業を

統括する。

２ 施設長は、次に掲げる事項を所管する。

(1）１件総額30万円未満の契約決裁に関すること

(2）施設内職員の異動に関する意見を述べること

（課長の職務）

第14条 課長は、施設長を補佐し、課内各係の業務指導を行う。

２ 課長は、次に掲げる事項を所管する。
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(1）課内各係の業務調整に関すること

(2）課内職員の業務分掌の統括に関すること

(3）課内職員の研修計画に関すること

(4）パート副職員の雇い入れに関すること

(5）１件総額20万円未満の契約決裁に関すること

(6）その他、施設長の職務を補佐する業務

（係長の職務）

第15条 係長は、施設長または課長を補佐し、各係内の業務を統括する。

２ 係内に配置されている正職員が４名未満の係については、施設長または課長が係長の

事務を管理する。

３ 係長は、次に掲げる事項を所管する。

(1）係内職員の勤務表の作成に関すること

(2）事業計画、事業報告の作成に関すること

(3）正職員の業務分掌作成に関すること

(4）１件総額５万円未満の契約決裁に関すること

(5）その他、施設長または課長の職務を補佐する業務

（主任の職務)

第16条 主任は、係長を補佐し、各係内の職員の指導を行う。

２ 係内に配置されている正職員（係長を除く）が６名未満の係については、係長が主任

の事務を管理する。ただし、係長が配置されていない係については、この限りでない。

３ 主任は、次に掲げる事項を所管する。

(1）副職員の業務分掌作成に関すること

(2）各種活動の計画作成に関すること

(3）各種日誌の記録に関すること

(4）１件総額１万円未満の契約決裁に関すること

(5）その他、係長の職務を補佐する業務

第４章 委員会および会議

（専門委員会)

第17条 本部事務局の下に、次の専門委員会を置く。

(1）研修委員会 法人職員の研修を企画する

(2）広報委員会 法人の広報および情報公開を行う

(3）その他の専門委員会 必要の都度、臨時に設ける

２ 専門委員会は、本部事務局員および業務執行理事が指名する職員で構成する。

３ 専門委員会の構成員の任期は、原則として２年間とする。

（各種委員会）

第18条 事業所等ごとに、各種委員会を置くことができる。

２ 前項の各種委員会は、各施設長が指名する職員で構成する。

（定例会)

第19条 法人全体の業務運営について協議することを目的として、毎月定例会を開催する。

２ 定例会は、理事長が指名する役員および業務執行理事が指名する職員で構成される。
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附 則

この規程は、平成27年10月１日から施行する。

附 則

この規程は、平成29年４月１日から施行する。

附 則

この規程は、平成30年４月１日から施行する。

附 則

この規程は、平成31年４月１日から施行する。
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